
 

 

（別紙６） 

別記２  

徳島市暴力団等排除条項 

 

 

（契約の解除） 

１ 発注者は、契約の相手方（契約の相手方が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの

者。以下同じ。）が次の各号のいずれかに該当するときは、何らの催告を要せず、この契約を解

除することができる。 

⑴ 役員等が暴力団員であると認められるとき。 

⑵ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

⑶ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

⑷ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

⑸ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。 

⑹ 下請契約、資材・原材料の購入契約、再委託契約その他の契約に当たり、その相手方が第 1

号から第５号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認めら

れるとき。 

⑺ 契約の相手方が第 1号から第５号までのいずれかに該当する者を下請契約、資材・原材料の

購入契約、再委託契約その他の契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）

に、発注者が契約の相手方に対して当該契約の解除を求め、契約の相手方がこれに従わなかっ

たとき。 

（語句の解釈） 

２ この排除条項に記す語句は、徳島市暴力団等排除措置要綱及び徳島市暴力団等排除措置要綱に

関する運用基準に記載されているとおり解釈するものとする。 

 

 

 

 


